
事業者に対する適切な運営の指導等について（墨田区内の事業所の例）

所管：障害者福祉課事業者係

自立支援給付に係る費用等の請求や加

算等の過誤を確認。過誤については返戻

で差し戻しする。

●所管：地域福祉課指導監査担当

●担当職員：配置職員（実地指導

は２名以上で実施）

●集団指導：適宜

●実地指導：原則指導の対象とな

る障害福祉サービス事業者等の

事業所において実地で行う。

・実態上、都と連携して概ね３年

に１回程度の頻度を目途に実施。

・指導基準等に基づき、関係書類

等を閲覧し、関係者との面談方

式により行う。

・改善を要すると認められた事項

は、文書により指導内容を通知

し、改善報告書の提出を指導結

果通知の発送日から３０日以内

に求める。

・指摘事項及び改善状況について

は、原則として区のホームペー

ジに掲載し、区民に周知する。

（統計形式で掲載）

※上記に加え、不正受給が疑われ

る場合等は監査を実施する。この

とき、不正等が認められた場合は

障害者福祉課において、給付費の

返還を命じるほか、区が指定して

いる事業者（計画相談支援等）に

ついては、勧告や指定の取消し等

の対応もとれる。（都が指定して

いる共同生活援助等における勧告

等は都が対応）

所管：障害者福祉課障害者

障害者虐待防止センター

担当職員：配置職員及び委託事業者

対応：各方面からの通報に対し、調査、

虐待の有無の判断、指導を行う。

所管：障害者福祉

課障害者相談係

地区担当CWが施

設訪問・利用者面

談で気になったこ

とや話から必要に

応じ各所管につな

げる。

通報

相談

監査

指導

過誤チェック・返戻

調査

指導

【補足】

・集団指導、実地指導及び監査については、指定権者における対応も前提とされ

ていることから、区とは別に東京都においても同様の対応が図られます。

（所管：東京都福祉局指導監査部）

・また、東京都が指定権を持つ指定障害福祉サービス事業に対する勧告や行政処

分は、東京都のみ実施可能です。（所管：東京都福祉局障害者施策推進部）

虐待の事実が確認できた

事案は、東京都へ報告
再調査

指導

資料：4


